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１．投資信託説明書（交付目論見書）の訂正理由 

「ＤＬ日本株式オープン（愛称：技あり一本（るいとう））」投資信託説明書（交付目論見書）2006

年 6 月(以下｢原目論見書｣といいます。)の記載事項のうち、訂正すべき事項が生じましたので、

これを以下の文言に訂正いたします。 

 

２．訂正箇所および訂正事項 

変更後の内容を記載しています。 

 

（次頁以降） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

１．「ＤＬ日本株式オープン（愛称：技あり一本（るいとう））」の受益証券の募集については、

委託会社は、証券取引法（昭和 23 年法第 25 号）第 5 条の規定により有価証券届出書を平成

18 年 6 月 15 日に関東財務局長に提出しており、平成 18 年 6 月 16 日にその効力が発生して

おります。 

また、同法第７条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平成 18 年 12 月 15 日に関東

財務局長に提出しております。 

 

２．「ＤＬ日本株式オープン（愛称：技あり一本（るいとう））」の受益証券の価額は、同ファ

ンドに組入れられる有価証券の値動き等の影響を受けますが、これらの運用による損益は全

て投資家のみなさまに帰属します。したがって、元本が保証されているものではありません。
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投資方針                          
 

（原目論見書８頁） 
 
（５）運用状況 
 

(1)【投資状況】  

平成18年10月5日現在

資産の種類 国名 時価合計（円） 投資比率(%) 

親投資信託受益証券 日本 4,777,347,740 99.88

現金・預金・その他の資産（負債控除後） 5,605,736 0.12

合       計    （純資産総額） 4,782,953,476 100.00

(注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

 

（参考）マザーファンドの投資状況 

ＤＬジャパン・リサーチ・オープン・マザーファンド 

平成18年10月5日現在

資産の種類 国名 時価合計（円） 投資比率(%) 

株式 日本 25,020,763,500 98.05

現金・預金・その他の資産（負債控除後） 496,711,733 1.95

合       計    （純資産総額） 25,517,475,233 100.00

(注)投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 
 

(2)【投資資産】 

①【投資有価証券の主要銘柄】 

平成18年10月5日現在

帳簿価額 評価額 順 

位 
銘柄名 国名 種類 口数 

単価(円) 金額(円) 単価(円) 金額(円) 

投資

比率

(%)

1 
ＤＬジャパン・リサーチ・オープン・ 

マザーファンド 
日本 

親投資信託

受益証券
2,628,816,233 18,085.42 4,754,325,604 18,173.00 4,777,347,740 99.88

(注1）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

(注2）簿価単価及び評価単価は1万口当たりの基準価額です。 

(注3）投資有価証券は1銘柄のみです。 

 

種類別業種別投資比率 

平成18年10月5日現在

種類 投資比率(%) 

親投資信託受益証券 99.88

合計 99.88

(注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

 

②【投資不動産物件】 

該当事項はありません。 

 

③【その他投資資産の主要なもの】 

該当事項はありません。 
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（参考）マザーファンドの投資資産 

ＤＬジャパン・リサーチ・オープン・マザーファンド 

① 投資有価証券の主要銘柄 

平成18年10月5日現在

帳簿価額 評価額 
順 

位 
銘柄名 種類 国名 業種 

株数又は

券面総額 単価(円) 金額(円) 単価(円) 金額(円) 

投資

比率

(%)

1 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 株式 日本 銀行業 1,035 1,473,405.69 1,524,974,890 1,530,000.00 1,583,550,000 6.21

2 トヨタ自動車 株式 日本 輸送用機器 193,500 5,775.40 1,117,539,900 6,760.00 1,308,060,000 5.13

3 三井住友フィナンシャルグループ 株式 日本 銀行業 791 1,120,000.00 885,920,000 1,250,000.00 988,750,000 3.87

4 日本電信電話 株式 日本
情報・

通信業
1,455 532,367.99 774,595,426 614,000.00 893,370,000 3.50

5 武田薬品工業 株式 日本 医薬品 108,200 6,987.77 756,077,042 7,590.00 821,238,000 3.22

6 信越化学工業 株式 日本 化学 103,800 5,842.86 606,488,807 7,820.00 811,716,000 3.18

7 キヤノン 株式 日本 電気機器 87,500 5,161.06 451,592,750 6,550.00 573,125,000 2.25

8 東京エレクトロン 株式 日本 電気機器 60,300 7,674.72 462,785,501 9,150.00 551,745,000 2.16

9 三菱地所 株式 日本 不動産業 196,000 2,209.48 433,057,402 2,740.00 537,040,000 2.10

10 ジェイ エフ イー ホールディングス 株式 日本 鉄鋼 113,000 4,484.05 506,697,547 4,620.00 522,060,000 2.05

11 本田技研工業 株式 日本 輸送用機器 121,600 3,515.00 427,424,000 4,100.00 498,560,000 1.95

12 カシオ計算機 株式 日本 電気機器 189,600 1,858.00 352,276,800 2,420.00 458,832,000 1.80

13 小松製作所 株式 日本 機械 211,000 2,040.00 430,440,000 2,095.00 442,045,000 1.73

14 村田製作所 株式 日本 電気機器 50,500 7,055.29 356,292,051 8,490.00 428,745,000 1.68

15 ＨＯＹＡ 株式 日本 精密機器 94,200 3,900.00 367,380,000 4,550.00 428,610,000 1.68

16 三菱電機 株式 日本 電気機器 425,000 874.00 371,450,000 1,006.00 427,550,000 1.68

17 エーザイ 株式 日本 医薬品 70,000 4,880.99 341,669,597 6,070.00 424,900,000 1.67

18 デンソー 株式 日本 輸送用機器 96,200 3,625.70 348,792,413 4,400.00 423,280,000 1.66

19 住友信託銀行 株式 日本 銀行業 325,000 1,086.77 353,200,098 1,240.00 403,000,000 1.58

20 三菱瓦斯化学 株式 日本 化学 304,000 1,228.09 373,338,135 1,240.00 376,960,000 1.48

21 エヌ・ティ・ティ・ドコモ 株式 日本
情報・

通信業
1,950 170,749.44 332,961,415 192,000.00 374,400,000 1.47

22 松下電器産業 株式 日本 電気機器 145,000 2,349.82 340,723,850 2,525.00 366,125,000 1.43

23 住友電気工業 株式 日本 非鉄金属 218,000 1,613.90 351,830,996 1,634.00 356,212,000 1.40

24 日本電産 株式 日本 電気機器 39,500 7,860.00 310,470,000 8,740.00 345,230,000 1.35

25 エルピーダメモリ 株式 日本 電気機器 61,300 4,472.51 274,164,778 5,540.00 339,602,000 1.33

26 イビデン 株式 日本 電気機器 54,000 5,468.91 295,321,352 6,240.00 336,960,000 1.32

27 コニカミノルタホールディングス 株式 日本 電気機器 199,000 1,349.44 268,538,560 1,684.00 335,116,000 1.31

28 三井海洋開発 株式 日本 機械 134,000 2,674.95 358,442,667 2,480.00 332,320,000 1.30

29 メディセオ・パルタックホールディングス 株式 日本 卸売業 140,000 1,982.84 277,597,711 2,370.00 331,800,000 1.30

30 ワイエイシイ 株式 日本 機械 107,000 2,920.00 312,440,000 2,990.00 319,930,000 1.25

(注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 
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種類別業種別投資比率 

平成18年10月5日現在

種類 業種 投資比率（％） 

株式 電気機器 21.43

 銀行業 12.97

 輸送用機器 10.51

 情報・通信業 10.34

 化学 6.77

 医薬品 5.84

 機械 4.57

 卸売業 4.27

 不動産業 3.30

 小売業 2.44

 精密機器 2.40

 非鉄金属 2.08

 鉄鋼 2.05

 その他金融業 1.78

 陸運業 1.42

 証券、商品先物取引業 1.32

 電気・ガス業 0.95

 繊維製品 0.91

 ゴム製品 0.90

 サービス業 0.86

 鉱業 0.65

 食料品 0.28

合計  98.05

(注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

 

② 投資不動産物件 

該当事項はありません。 

 

③ その他投資資産の主要なもの 

該当事項はありません。 
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(3)【運用実績】 

 

①【純資産の推移】 

直近日（平成18年10月5日）、同日前1年以内における各月末及び下記計算期間末における純資産の推移は次の通りで

す。 

 純資産総額（百万円） １口当たり純資産額（円） 

 分配落 分配付 分配落 分配付 

第1期末（平成11年3月15日現在） 231 244 1.0469 1.1079 

第2期末（平成12年3月15日現在） 2,483 3,536 1.1084 1.5784 

第3期末（平成13年3月15日現在） 4,442 4,442 0.7604 0.7604 

第4期末（平成14年3月15日現在） 5,164 5,164 0.6879 0.6879 

第5期末（平成15年3月17日現在） 3,004 3,004 0.4731 0.4731 

第6期末（平成16年3月15日現在） 4,049 4,049 0.6518 0.6518 

第7期末（平成17年3月15日現在） 4,087 4,087 0.6969 0.6969 

第8期末（平成18年3月15日現在） 5,144 5,194 1.0207 1.0307 

平成17年10月末 4,687 ― 0.8765 ― 

11月末 4,955 ― 0.9441 ― 

12月末 5,300 ― 1.0238 ― 

平成18年1月末 5,526 ― 1.0725 ― 

2月末 5,244 ― 1.0362 ― 

3月末 5,359 ― 1.0729 ― 

4月末 5,239 ― 1.0639 ― 

5月末 4,753 ― 0.9765 ― 

6月末 4,791 ― 0.9845 ― 

7月末 4,726 ― 0.9749 ― 

8月末 4,802 ― 1.0028 ― 

9月末 4,718 ― 0.9989 ― 

10月5日 4,782 ― 1.0161 ― 

 

②【分配の推移】 

 １口当たりの分配額（円） 

第1期 0.0610 

第2期 0.4700 

第3期 - 

第4期 - 

第5期 - 

第6期 - 

第7期 - 

第8期 0.0100 

 

③【収益率の推移】 

 収益率（％） 

第1期 10.79

第2期 50.77

第3期 △ 31.40

第4期 △ 9.53

第5期 △ 31.23

第6期 37.77

第7期 6.92

第8期 47.90

第9期中間計算期間 △ 4.19

(注)収益率＝（当期分配付き基準価額―前期分配落ち基準価額）÷前期分配落ち基準価額×100 
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財務ハイライト情報                       
 

（原目論見書２８頁の後に追加） 
 

（1） 当財務ハイライト情報は、有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報」の「第４ ファンドの経理状況」の

「中間財務諸表」（以下「中間財務諸表」という。）より抜粋しております。 

 

（2） 当ファンドの中間財務諸表は証券取引法第193条の2の規定に基づき、第8期中間計算期間（平成17年3月16日か

ら平成17年9月15日まで）について、新日本監査法人による中間監査を受けております。第9期中間計算期間（平

成18年3月16日から平成18年9月15日まで）について、あらた監査法人による中間監査を受けております。 

 その中間監査報告書は、当該中間財務諸表に添付しております。 
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1【中間貸借対照表】 

第8期中間計算期間末 

平成17年9月15日現在 

第9期中間計算期間末 

平成18年9月15日現在 科目 
注記

番号
金額（円） 金額（円） 

資 産 の 部    

流 動 資 産    

金銭信託 29,387 9,795

コール・ローン 14,358,188 14,128,539

親投資信託受益証券 4,323,967,856 4,636,071,671

未収入金 35,000,000 41,000,000

流 動 資 産 合 計  4,373,355,431 4,691,210,005

資 産 合 計  4,373,355,431 4,691,210,005

負 債 の 部    

流 動 負 債   

未払解約金 7,049,388 5,182,575

未払受託者報酬 2,114,776 2,597,386

未払委託者報酬 30,452,639 37,402,190

その他未払費用 48,549 59,652

流 動 負 債 合 計  39,665,352 45,241,803

負 債 合 計  39,665,352 45,241,803

純 資 産 の 部    

元 本 等    

元本 5,402,801,817 4,751,079,230

剰余金    

中間欠損金 *3 1,069,111,738 105,111,028

(うち分配準備積立金) (97,474,541) (779,171,885)

剰余金合計  △ 1,069,111,738 △ 105,111,028

元本等合計  － 4,645,968,202

純 資 産 合 計  4,333,690,079 4,645,968,202

負 債 ・ 純 資 産 合 計  4,373,355,431 4,691,210,005
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2【中間損益及び剰余金計算書】 

第8期中間計算期間 

自平成17年3月16日 

至平成17年9月15日 

第9期中間計算期間 

自平成18年3月16日 

至平成18年9月15日 
科目 

注記

番号

金額（円） 金額（円） 

経 常 損 益 の 部    

営 業 損 益 の 部    

営 業 収 益    

受取利息 1 4,483

有価証券売買等損益 611,453,057 △ 159,235,931

営 業 収 益 合 計  611,453,058 △ 159,231,448

営 業 費 用    

受託者報酬 2,114,776 2,597,386

委託者報酬 30,452,639 37,402,190

その他費用 48,549 59,652

営 業 費 用 合 計  32,615,964 40,059,228

営業利益  578,837,094 -

営業損失金額  - 199,290,676

経常利益  578,837,094 -

経常損失金額  - 199,290,676

中間純利益  578,837,094 -

中間純損失金額  - 199,290,676

一部解約に伴う中間純利益分配額  10,707,760 -

一部解約に伴う中間純利益金額分配額  - 1,637,767

期首剰余金又は期首欠損金（△）  △ 1,777,810,077 104,342,648

剰余金増加額又は欠損金減少額  177,231,918 473,128

中間追加信託に伴う剰余金増加額  - 473,128

中間一部解約に伴う欠損金減少額  177,231,918 -

剰余金減少額又は欠損金増加額  36,662,913 8,998,361

中間一部解約に伴う剰余金減少額  - 8,998,361

中間追加信託に伴う欠損金増加額  36,662,913 -

分配金  - -

中間欠損金  1,069,111,738 105,111,028
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3【中間注記表】 

前中間計算期間については「重要な会計方針」及び「注記事項」を記載しております。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

区分 

第8期中間計算期間 

自平成17年3月16日 

至平成17年9月15日 

第9期中間計算期間 

自平成18年3月16日 

至平成18年9月15日 

有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券 

移動平均法に基づき、原則として時価

で評価しております。時価評価にあた

っては、親投資信託受益証券の基準価

額に基づいて評価しております。 

親投資信託受益証券 

同左 

 

（中間貸借対照表に関する注記） 

区分 
第8期中間計算期間末 

平成17年9月15日現在 

第9期中間計算期間末 

平成18年9月15日現在 

*1 期首元本額 5,865,333,596円 5,039,664,579円

期中追加設定元本額 121,921,206円 147,849,203円

期中解約元本額 584,452,985円 436,434,552円

*2 中間計算期間末日における受益権

の総数 
――――――――――― 4,751,079,230口

*3 元本の欠損 中間貸借対照表上の純資産額が元本

総額を下回っており、その差額は

1,069,111,738円であります。 

中間貸借対照表上の純資産額が元本

総額を下回っており、その差額は

105,111,028円であります。 

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（有価証券関係に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引等関係に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（1口当たり情報） 

 
第8期中間計算期間末 

平成17年9月15日現在 

第9期中間計算期間末 

平成18年9月15日現在 

1口当たり純資産額 0.8021円 0.9779円

（1万口当たり純資産額） (8,021円) (9,779円)

 

 

 



 
 
 
 

ＤＬ日本株式オープン 
（愛称：技あり一本（るいとう）） 

 
投資信託説明書（請求目論見書） 

 
（訂正事項分） 

 

２００６年１２月 

 

興銀第一ライフ・アセットマネジメント株式会社 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．投資信託説明書（請求目論見書）の訂正理由 

「ＤＬ日本株式オープン（愛称：技あり一本（るいとう））」投資信託説明書（請求目論見書）2006

年 6 月(以下｢原目論見書｣といいます。)の記載事項のうち、訂正すべき事項が生じましたので、

これを以下の文言に訂正いたします。 

 

２．訂正箇所および訂正事項 

 

変更後の内容を記載しています。 

（次頁以降） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．「ＤＬ日本株式オープン（愛称：技あり一本（るいとう））」の受益証券の募集については、

委託会社は、証券取引法（昭和 23 年法第 25 号）第 5 条の規定により有価証券届出書を平成

18 年 6 月 15 日に関東財務局長に提出しており、平成 18 年 6 月 16 日にその効力が発生して

おります。 

また、同法第７条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平成 18 年 12 月 15 日に関東

財務局長に提出しております。 

 

２．「ＤＬ日本株式オープン（愛称：技あり一本（るいとう））」の受益証券の価額は、同ファ

ンドに組入れられる有価証券の値動き等の影響を受けますが、これらの運用による損益は全

て投資家のみなさまに帰属します。したがって、元本が保証されているものではありません。
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第４ ファンドの経理状況                    
 
（原目論見書１７頁、２【ファンドの現況】の前に追加） 
 
（1） 当ファンドの中間財務諸表は、第8期中間計算期間（平成17年3月16日から平成17年9月15日まで）については、

改正前の「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）ならびに同規

則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信託財産の貸借対照表、損益及び剰余金計算書、附属明細表並

びに運用報告書に関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しており、第9期中間計算期間（平

成18年3月16日から平成18年9月15日まで）については、改正後の「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）ならびに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信託財

産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しております。 

 なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

（2） 当ファンドは証券取引法第193条の2の規定に基づき、第8期中間計算期間（平成17年3月16日から平成17年9月

15日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。第9期中間計算期間（平

成18年3月16日から平成18年9月15日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人による中間監査を受けてお

ります。 
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中間財務諸表 

ＤＬ日本株式オープン 

（1）【中間貸借対照表】 

第8期中間計算期間末 

平成17年9月15日現在 

第9期中間計算期間末 

平成18年9月15日現在 科目 
注記

番号
金額（円） 金額（円） 

資 産 の 部    

流 動 資 産    

金銭信託 29,387 9,795

コール・ローン 14,358,188 14,128,539

親投資信託受益証券 4,323,967,856 4,636,071,671

未収入金 35,000,000 41,000,000

流 動 資 産 合 計  4,373,355,431 4,691,210,005

資 産 合 計  4,373,355,431 4,691,210,005

負 債 の 部    

流 動 負 債   

未払解約金 7,049,388 5,182,575

未払受託者報酬 2,114,776 2,597,386

未払委託者報酬 30,452,639 37,402,190

その他未払費用 48,549 59,652

流 動 負 債 合 計  39,665,352 45,241,803

負 債 合 計  39,665,352 45,241,803

純 資 産 の 部    

元 本 等    

元本 5,402,801,817 4,751,079,230

剰余金    

中間欠損金 *3 1,069,111,738 105,111,028

(うち分配準備積立金) (97,474,541) (779,171,885)

剰余金合計  △ 1,069,111,738 △ 105,111,028

元本等合計  － 4,645,968,202

純 資 産 合 計  4,333,690,079 4,645,968,202

負 債 ・ 純 資 産 合 計  4,373,355,431 4,691,210,005
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（2）【中間損益及び剰余金計算書】 

第8期中間計算期間 

自平成17年3月16日 

至平成17年9月15日 

第9期中間計算期間 

自平成18年3月16日 

至平成18年9月15日 
科目 

注記

番号

金額（円） 金額（円） 

経 常 損 益 の 部    

営 業 損 益 の 部    

営 業 収 益    

受取利息 1 4,483

有価証券売買等損益 611,453,057 △ 159,235,931

営 業 収 益 合 計  611,453,058 △ 159,231,448

営 業 費 用    

受託者報酬 2,114,776 2,597,386

委託者報酬 30,452,639 37,402,190

その他費用 48,549 59,652

営 業 費 用 合 計  32,615,964 40,059,228

営業利益  578,837,094 -

営業損失金額  - 199,290,676

経常利益  578,837,094 -

経常損失金額  - 199,290,676

中間純利益  578,837,094 -

中間純損失金額  - 199,290,676

一部解約に伴う中間純利益分配額  10,707,760 -

一部解約に伴う中間純利益金額分配額  - 1,637,767

期首剰余金又は期首欠損金（△）  △ 1,777,810,077 104,342,648

剰余金増加額又は欠損金減少額  177,231,918 473,128

中間追加信託に伴う剰余金増加額  - 473,128

中間一部解約に伴う欠損金減少額  177,231,918 -

剰余金減少額又は欠損金増加額  36,662,913 8,998,361

中間一部解約に伴う剰余金減少額  - 8,998,361

中間追加信託に伴う欠損金増加額  36,662,913 -

分配金  - -

中間欠損金  1,069,111,738 105,111,028
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（3）【中間注記表】 

前中間計算期間については「重要な会計方針」及び「注記事項」を記載しております。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

区分 

第8期中間計算期間 

自平成17年3月16日 

至平成17年9月15日 

第9期中間計算期間 

自平成18年3月16日 

至平成18年9月15日 

有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券 

移動平均法に基づき、原則として時価

で評価しております。時価評価にあた

っては、親投資信託受益証券の基準価

額に基づいて評価しております。 

親投資信託受益証券 

同左 

 

（中間貸借対照表に関する注記） 

区分 
第8期中間計算期間末 

平成17年9月15日現在 

第9期中間計算期間末 

平成18年9月15日現在 

*1 期首元本額 5,865,333,596円 5,039,664,579円

期中追加設定元本額 121,921,206円 147,849,203円

期中解約元本額 584,452,985円 436,434,552円

*2 中間計算期間末日における受益権

の総数 
――――――――――― 4,751,079,230口

*3 元本の欠損 中間貸借対照表上の純資産額が元本

総額を下回っており、その差額は

1,069,111,738円であります。 

中間貸借対照表上の純資産額が元本

総額を下回っており、その差額は

105,111,028円であります。 

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（有価証券関係に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引等関係に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（1口当たり情報） 

 
第8期中間計算期間末 

平成17年9月15日現在 

第9期中間計算期間末 

平成18年9月15日現在 

1口当たり純資産額 0.8021円 0.9779円

（1万口当たり純資産額） (8,021円) (9,779円)
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（参考） 

当ファンドは「ＤＬジャパン・リサーチ・オープン・マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、中間貸

借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券であります。   

同親投資信託の状況は以下の通りです。 

なお、以下に記載した状況は監査の対象外となっております。 

 

「ＤＬジャパン・リサーチ・オープン・マザーファンド」の状況 

貸借対照表 

平成17年9月15日現在 平成18年9月15日現在 
科目 

注記

番号 金額（円） 金額（円） 

資 産 の 部    

流 動 資 産    

金銭信託 314,426 13,252

コール・ローン 207,636,975 364,008,858

株式 22,288,277,300 24,703,947,000

未収入金 372,110,606 460,316,339

未収配当金 4,886,523 8,261,100

流 動 資 産 合 計  22,873,225,830 25,536,546,549

資 産 合 計  22,873,225,830 25,536,546,549

負 債 の 部    

流 動 負 債   

未払金 223,985,220 386,176,779

未払解約金 75,000,000 50,000,000

流 動 負 債 合 計  298,985,220 436,176,779

負 債 合 計  298,985,220 436,176,779

純 資 産 の 部    

元 本 等    

元本 16,156,671,132 14,364,571,349

剰余金    

剰余金  6,417,569,478 10,735,798,421

剰余金合計  6,417,569,478 10,735,798,421

元本等合計  － 25,100,369,770

純 資 産 合 計  22,574,240,610 25,100,369,770

負 債 ・ 純 資 産 合 計  22,873,225,830 25,536,546,549
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注記表 

平成17年3月16日から平成17年9月15日までについては「重要な会計方針」及び「注記事項」を記載しております。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

区分 
自平成17年3月16日 

至平成17年9月15日 

自平成18年3月16日 

至平成18年9月15日 

1．有価証券の評価基準及び評価方法 株式 

移動平均法に基づき、原則として時価

で評価しております。時価評価にあた

っては、証券取引所における最終相場

（最終相場のないものについては、そ

れに準ずる価額）、証券取引所が発表

する基準値、又は証券会社等から提示

される気配相場に基づいて評価して

おります。 

株式 

同左 

2．収益及び費用の計上基準 受取配当金 

原則として、株式の配当落ち日におい

て、その金額が確定している場合には

当該金額、いまだ確定していない場合

には予想配当金額の90%を計上し、残

額については入金時に計上しており

ます。 

受取配当金 

同左 

3．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

計算期間の取扱い 

当該親投資信託の計算期間は本半期

報告書における開示対象ファンドと

異なり、平成17年6月14日から平成18

年6月12日までとなっております。 

計算期間の取扱い 

当該親投資信託の計算期間は本半期

報告書における開示対象ファンドと

異なり、平成18年6月13日から平成19

年6月11日までとなっております。 
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（貸借対照表に関する注記） 

区分 平成17年9月15日現在 平成18年9月15日現在 

*1 本半期報告書における開示対象フ

ァンドの期首における 
  

当該親投資信託の元本額 17,480,822,102円 14,819,318,302円

同期中追加設定元本額 685,370,460円 1,220,632,557円

同期中解約元本額 2,009,521,430円 1,675,379,510円

   

同期末における元本の内訳   

ＤＬジャパン・リサーチ・オープン 12,181,451,381円 9,968,640,977円

ＤＬ日本株式オープン 3,094,737,945円 2,653,125,599円

ＤＩＡＭ日本株式オープン 

<ＤＣ年金> 
880,481,806円 1,742,804,773円

(合    計） 16,156,671,132円 14,364,571,349円

*2 本半期報告書における開示対象フ

ァンドの中間計算期間末日における

受益権総数 

――――――――――― 14,364,571,349口

 

（有価証券関係に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引等関係に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（1口当たり情報） 

 平成17年9月15日現在 平成18年9月15日現在 

1口当たり純資産額 1.3972円 1.7474円

（1万口当たり純資産額） (13,972円) (17,474円)
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（原目論見書１７頁） 
２【ファンドの現況】 

 

【純資産額計算書】 

平成18年10月5日現在

項  目 金額又は口数 

Ⅰ 資産総額 4,803,068,186円

Ⅱ 負債総額 20,114,710円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 4,782,953,476円

Ⅳ 発行済数量 4,707,290,956口

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0161円

 

（参考）マザーファンドの現況 

ＤＬジャパン・リサーチ・オープン・マザーファンド 

平成18年10月5日現在

項  目 金額又は口数 

Ⅰ 資産総額 25,636,347,216円

Ⅱ 負債総額 118,871,983円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 25,517,475,233円

Ⅳ 発行済数量 14,041,129,009口

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.8173円
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第５ 設定及び解約の実績                    
（原目論見書１７頁） 

 

下記計算期間の設定及び解約口数は次の通りです。 

 設定口数 解約口数 

第1期 222,329,781 1,555,488

第2期 2,698,831,519 678,945,576

第3期 4,427,338,946 826,456,264

第4期 2,468,585,969 801,950,962

第5期 757,295,968 1,916,131,216

第6期 402,982,617 539,861,265

第7期 339,519,980 686,650,413

第8期 322,808,215 1,148,477,232

第9期中間計算期間 147,849,203 436,434,552

(注1）本邦外における設定及び解約はございません。 

(注2)設定口数には、当初募集期間中の設定口数を含みます。 
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